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A. 調査要領

特別アンケート 企業行動に関する意識調査結果 ２０１９年６月（大企業）

Ⅰ．調査時期：2019年6月24日（月）を期日として実施。

Ⅱ．調査対象：2018・2019・2020年度 設備投資計画調査の対象企業
(資本金10億円以上の大企業）

対 象
回答状況※

(回答率) 製造業 非製造業

大企業（資本金10億円以上） 3,141社
1,188社

（37.8％）
504社 684社

※回答社数は１問でも有効回答があった企業。
各設問毎の回答社数は上記を下回るものが多い。

Ⅲ．調査項目

１．国内固定資産投資の動向、景気認識

２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（１）「広義の投資」全般

（２）海外設備投資、事業活動状況

（３）研究開発の取り組み

（４）人的投資、人手不足の状況

（５）ソフトウェア投資、ＡＩ、ＩｏＴ等の活用

（６）Ｍ＆Ａへの取り組み

３．成長市場開拓の取り組み

４．ＥＳＧへの取り組み



１－１．国内固定資産投資の動向、景気認識

3

Ｂ. 調査結果

図表1-1 2018年度国内設備投資の実績が当初計画を下回った理由

（有効回答社数比、％）(注) ２つまでの複数回答

①工期の遅れ

②工事費高騰に伴う見直し

③投資内容の精査、無駄の見直し

④もともと確度の低かった投資の剥落

⑤収益環境の悪化

⑥資金調達環境の悪化

⑦実績は当初計画を下回らず

⑧その他
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４．もともと確度の低かった投資の剥落

５．収益環境の悪化

６．資金調達環境の悪化

７．実績は当初計画を下回らず

８．その他

全産業【975社】

製造業【431社】

非製造業【544社】



図表1-2 国内生産・営業拠点の設備の現況についての認識

維持・補修投資
の増額が必要

老朽拠点の
整理・縮小が必要

その他

維持・補修投資が
行き届き、生産・
供給能力も充足

能力増強設備
が必要
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（構成比、％）
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１－２．国内固定資産投資の動向、景気認識
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（有効回答社数比、％）(注) ３つまでの複数回答

①米国景気悪化

②中国景気悪化

③米トランプ政権の通商政策

④英国のＥＵ離脱

⑤原油等、資源価格の急変動

⑥為替の急変動

⑦資産価格の急落

⑧東京オリパラ関連需要の反動減

⑨日本の消費税率引き上げ

⑩地政学リスク

⑪分からない、特にない

⑫その他

図表1-3 事業における政治経済のリスク

１－３．国内固定資産投資の動向、景気認識
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10．地政学リスク
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大きなプラスの影響がある ややプラスの影響がある 大きなマイナスの影響がある

ややマイナスの影響がある 影響は特にない
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（構成比、％）

図表1-4-1 米通商政策（米中通商摩擦、ＮＡＦＴＡ見直し等）の業績や設備投資計画等への影響

１－４．国内固定資産投資の動向、景気認識

（構成比、％）

図表1-4-2 米通商政策（米中通商摩擦、ＮＡＦＴＡ見直し等）の取引関係やサプライチェーンへの影響
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（構成比、％）

図表1-5 先行きの事業の見通し

１－５．国内固定資産投資の動向、景気認識
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図表2-(1)-1 「広義の投資」の優先度
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（構成比、％）

（注）優先順に３つまでの複数回答

２．企業の「広義の投資」に対する取り組み
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（構成比、％）

（注）金額１～２位をそれぞれ１つずつ選択

２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（２）－１ 海外設備投資、事業活動状況

図表2-(2)-1 海外での設備投資動機（2018年度）
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（２）－２ 海外設備投資、事業活動状況

図表2-(2)-2-1 国内および海外の生産能力の見通し（向こう３年程度）

国 内

図表2-(2)-2-2 国内および海外の生産能力の見通し（向こう10年程度）

全産業

製造業

非製造業

（構成比、％）（構成比、％）

海 外

増加 維持 縮小

（注）国内、海外の両方で生産活動を行っていると回答した企業について集計、
回答社数は国内、海外で同数となる。

（注）国内、海外の両方で生産活動を行っていると回答した企業について集計、
回答社数は国内、海外で同数となる。
未回答の企業もあるため、向こう３年程度と向こう10年程度では回答社数が異なる。
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（２）－３ 海外設備投資、事業活動状況

図表2-(2)-3-1 国内および海外の研究開発活動の見通し（向こう３年程度）

国 内

図表2-(2)-3-2 国内および海外の研究開発活動の見通し（向こう10年程度）

全産業

製造業

非製造業

（構成比、％）（構成比、％）

海 外

増加 維持 縮小

（注）国内、海外の両方で研究開発活動を行っていると回答した企業について集計、
回答社数は国内、海外で同数となる。

（注）国内、海外の両方で研究開発活動を行っていると回答した企業について集計、
回答社数は国内、海外で同数となる。
未回答の企業もあるため、向こう３年程度と向こう10年程度では回答社数が異なる。

国 内

全産業

製造業

非製造業

（構成比、％）（構成比、％）

海 外

増加 維持 縮小

34 

32 

40 

65 

67 

59 

2 

2 

1 

0 20 40 60 80 100

40 

39 

42 

59 

60 

58 

1 

1 

0 

0 20 40 60 80 100

【325社】

【252社】

【73社】

45 

45 

46 

53 

53 

53 

2 

2 

1 

0 20 40 60 80 100

49 

50 

49 

48 

48 

49 

3 

3 

3 

0 20 40 60 80 100

【320社】

【248社】

【72社】



12

２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（２）－４ 海外設備投資、事業活動状況

図表2-(2)-4 国内および海外の研究開発活動の内容

国 内

海 外
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（３）－１ 研究開発の取り組み

図表2-(3)-1-1 研究開発費の対売上高比の傾向

（構成比、％）

大幅に上昇 やや上昇 あまり変わらない やや低下 大幅に低下

（構成比、％）
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図表2-(3)-1-2 オープンイノベーション等の外部リソースの活用機会

増えている 変わらない 減っている 活用していない
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（３）－２ 研究開発の取り組み

図表2-(3)-2-1 オープンイノベーション等の実施による効果

（構成比、％）

大きなプラスの効果がある 一部にプラスの効果がある 目立った効果はみられない 分からない

図表2-(3)-2-2 オープンイノベーション等を行う際の連携先

（有効回答社数比、％）(注) ２つまでの複数回答
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（３）－３ 研究開発の取り組み

図表2-(3)-3 オープンイノベーション等の実施時の連携先毎の課題

（有効回答社数比、％）
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（４）－１ 人的投資、人手不足の状況

図表2-(4)-1-1 人手不足の事業展開への影響

（構成比、％）

事業展開における制約となる 事業展開における制約にはならない
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図表2-(4)-1-2 人件費上昇の販売価格への転嫁状況

十分に転嫁している あまり転嫁していない 全く転嫁していない

（構成比、％）
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（４）－２ 人的投資、人手不足の状況

図表2-(4)-2-1 人件費上昇を販売価格に転嫁しない背景

（有効回答社数比、％）
（注）人件費上昇を販売価格にあまり転嫁していない、

全く転嫁していないと回答した企業のみを集計
２つまでの複数回答

①価格を上げると、需要が減少するため

②価格規制が存在するため

③省力化投資や業務効率化などで
コスト上昇を吸収しているため

④サービス内容や量の絞り込みなどで
対応しているため

⑤その他

図表2-(4)-2-2 人手不足対応の投資に対する投資動機の分類方法

（有効回答社数比、％）(注) ２つまでの複数回答

①能力増強投資に分類

②新製品・製品高度化投資に分類

③研究開発投資に分類

④維持・補修投資に分類

⑤全て合理化・省力化投資に分類

⑥その他

42 

10 

7 

34 

39 

4 

47 

13 

9 

32 

38 

2 

37 

8 

5 

35 

39 

5 

0 10 20 30 40 50

１．能力増強投資

２．新製品・製品高度化投資

３．研究開発投資

４．維持・補修投資

５．全て合理化・省力化投資に分類

６．その他

全産業【961社】

製造業【432社】

非製造業【529社】

59 

12 

51 

13 

8 

61 

8 

57 

11 

7 

58 

15 

46 

14 

10 

0 10 20 30 40 50 60 70

１．価格を上げると、需要が減少するため

２．価格規制が存在するため

３．省力化投資や業務効率化などでコスト上昇を吸収

４．サービス内容や量の絞り込みなどで対応

５．その他

【全産業888社】

【製造業392社】

【非製造業496社】
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図表2-(4)-3 主な人事上の施策

（有効回答社数比、％）

①社員への研修強化

②有給休暇等の取得推進

③福利厚生の拡充

④労働時間の適正化
（時間外労働の見直し等）

⑤多様な人材（女性、高齢者、
障害者、外国人等）の活用

⑥評価体系の見直し

⑦その他

（注）２つまでの複数回答

２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（４）－３ 人的投資、人手不足の状況

36 

53 

9 

52 

20 

14 

1 

36 

50 

9 

54 

25 

13 

0 

36 

56 

9 

51 

16 

14 

2 

0 10 20 30 40 50 60

１．社員への研修強化

２．有給休暇等の取得推進

３．福利厚生の拡充

４．労働時間の適正化（時間外労働の見直し等）

５．多様な人材（女性、高齢者、障害者、外国人等）の活用

６．評価体系の見直し

７．その他

全産業【1133社】

製造業【486社】

非製造業【647社】
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図表2-(4)-4 労働生産性の向上などにつながっている人事上の施策

（有効回答社数比、％）

①社員への研修強化

②有給休暇等の取得推進

③福利厚生の拡充

④労働時間の適正化
（時間外労働の見直し等）

⑤多様な人材（女性、高齢者、
障害者、外国人等）の活用

⑥評価体系の見直し

⑦その他

（注）２つまでの複数回答

２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（４）－４ 人的投資、人手不足の状況

33 

27 

5 

59 

19 

10 

3 

30 

25 

5 

62 

21 

10 

2 

35 

28 

5 

56 

17 

10 

4 

0 10 20 30 40 50 60 70

１．社員への研修強化

２．有給休暇等の取得推進

３．福利厚生の拡充

４．労働時間の適正化（時間外労働の見直し等）

５．多様な人材（女性、高齢者、障害者、外国人等）の活用

６．評価体系の見直し

７．その他

全産業【926社】

製造業【403社】

非製造業【523社】



図表2-(5)-1-2 ＡＩ、ＩｏＴ等の活用
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（５）－１ ソフトウェア投資、ＡＩ、ＩｏＴ等の活用

図表2-(5)-1-1 ソフトウェア投資に対する支出の傾向

（構成比、％）

（構成比、％）

9 

11 

8 

75 

75 

74 

14 

12 

15 

3 

2 

3 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全産業【1092社】

製造業【481社】

非製造業【611社】

大幅に増加 やや増加 やや減少 大幅に減少

12 

14 

11 

27 

29 

26 

36 

39 

34 

25 

18 

30 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全産業【1128社】

製造業【485社】

非製造業【643社】

活用している 活用を検討している

活用予定はないが、社内的な関心が高まっている 活用予定はなく、関心も高まっていない
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図表2-(5)-2-1 ＡＩ、ＩｏＴ等の活用の効果

17 

17 

17 

66 

64 

68 

4 

6 

1 

14 

14 

14 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全産業【137社】

製造業【66社】

非製造業【71社】

２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（５）－２ ソフトウェア投資、ＡＩ、ＩｏＴ等の活用

（構成比、％）

大きなプラスの効果がある 一部にプラスの効果がある 目立った効果はみられない 分からない

図表2-(5)-2-2 ＡＩ、ＩｏＴ等の技術導入や活用に向けた課題

（有効回答社数比、％）（注）２つまでの複数回答

60 

45 

36 

26 

2 

62 

48 

36 

27 

1 

58 

43 

36 

25 

3 

0 10 20 30 40 50 60 70

１．専門的な人材の不足

２．技術に対する社内全体での理解・認識の欠如

３．成果の活用用途が不明確

４．コストが高い

５．その他

全産業【1067社】

製造業【461社】

非製造業【606社】

①専門的な人材の不足

②技術に対する社内全体
での理解・認識の欠如

③成果の活用用途が不明確

④コストが高い

⑤その他

（注）ＡＩ、ＩｏＴ等を活用していると回答した企業のみを集計



全産業

製造業

非製造業
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（６）－１ Ｍ＆Ａへの取り組み

図表2-(6)-1-1 Ｍ＆Ａの実施状況（2018年度）

（回答総数比、％）

図表2-(6)-1-2 Ｍ＆Ａに対するスタンス

（構成比、％）

全産業

国内買収

海外買収

事業売却

製造業

国内買収

海外買収

事業売却

非製造業

国内買収

海外買収

事業売却

12 

12 

13 

7 

11 

4 

4 

5 

4 

3 

6 

1 

0 5 10 15 20 25 30

【1188社】

【504社】

【684社】

買収（国内）

買収（海外）

事業売却（国内）

事業売却（海外）

6 

4 

1 

4 

5 

0 

7 

3 

1 

29 

20 

5 

30 

27 

7 

28 

14 

3 

29 

26 

28 

37 

33 

36 

23 

19 

21 

36 

51 

66 

29 

35 

57 

42 

64 

74 

0 20 40 60 80 100

【926社】

【890社】

【876社】

【426社】

【417社】

【405社】

【500社】

【473社】

【471社】

非常に積極的 やや積極的 あまり積極的ではない 消極的
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２．企業の「広義の投資」に対する取り組み

（６）－２ Ｍ＆Ａへの取り組み

図表2-(6)-2-1 他の投資の代替としての事業買収の活用

（有効回答社数比、％）（注）該当するものを全て回答

①工場等、設備取得のための買収
（固定資産投資）

②知財・技術取得のための買収
（研究開発投資）

③人材獲得のための買収
（人的投資）

④相手先のＩＴ資産取得のための買収
（情報化投資）

67 

37 

24 

4 

69 

46 

18 

7 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

１．工場等、設備取得のための買収（固定

資産投資）

２．知財・技術取得のための買収（研究開

発投資）

３．人材獲得のため買収（人的投資）

４．相手先のＩＴ資産取得のための買収

（情報化投資）

国内での買収【全産業212社】

海外での買収【全産業138社】

図表2-(6)-2-2 買収実施時の課題

（有効回答社数比、％）
（注）２つまでの複数回答

①買収先のソーシング

②買収金額の折り合い

③企業風土・文化の違い

④相手先企業の人材の処遇

⑤簿外債務等のリスク

⑥その他

31 

52 

50 

12 

26 

5 

33 

52 

53 

11 

23 

4 

28 

51 

46 

13 

28 

7 

0 10 20 30 40 50 60

１．買収先のソーシング

２．買収金額の折り合い

３．企業風土・文化の違い

４．相手先企業の人材の処遇

５．簿外債務等のリスク

６．その他

全産業【726社】

製造業【362社】

非製造業【364社】



40 

44 

38 

12 

11 

13 

48 

45 

50 

0 20 40 60 80 100

全産業【1141社】

製造業【491社】

非製造業【650社】
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３．成長市場開拓の取り組み－１

図表3-1-1 中期的な市場開拓や新規事業への取り組みについて

（構成比、％）

図表3-1-2 成長市場開拓の取り組み具体事例

今後、取り組む予定 本業優先で、取り組む予定はない取り組んでいる

業種 具体事例

製
造
業

化学 再生医療、細胞医療、ライフサイエンス、動物用医薬品、発電事業

一般機械 水素関連事業、資源リサイクル、IoT技術の製品への導入

電気機械 リチウムイオン電池、ワイヤレス給電、野菜自動生産

その他 航空機用部品、化粧品受託製造・販売、宇宙事業

非
製
造
業

運輸 統合型リゾート開発、船舶自動運転、農業事業

卸売・小売 協働ロボット、各種電子決済対応、購買パターン把握

建設／不動産
ＡＩによる施工自動化、洋上風力設備建設、養殖設備建設、デジタル
化住宅

その他 ５G関連事業、電力小売、映像コンテンツ、在宅医療
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３．成長市場開拓の取り組み－２

図表3-2 ＡＩ、ＩｏＴ、５Ｇ等の技術を通じたデジタル化の動きが

ビジネスモデルや事業環境に及ぼす影響

（有効回答社数比、％）
（注）２つまでの複数回答

①新製品・サービス提供
による収益機会の多様化

②売上構成の抜本的な変化
（本業の転換）

③コスト構造の抜本的な変化

④異業種からの参入
による競争激化

⑤連携相手の多様化

⑥その他

⑦大きな影響や変化はない

39 

6 

29 

10 

22 

2 

32 

44 

7 

30 

5 

23 

1 

28 

36 

5 

28 

13 

22 

3 

34 

0 10 20 30 40 50

１．新製品・サービス提供による収益機会の多様化

２．売上構成の抜本的な変化（本業の転換）

３．コスト構造の抜本的な変化

４．異業種からの参入による競争激化

５．連携相手の多様化

６．その他

７．大きな影響や変化はない

全産業【1104社】

製造業【472社】

非製造業【632社】
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３．成長市場開拓の取り組み－３

図表3-3-1 デジタル化の影響や変化に対する対応の必要性

（構成比、％）

図表3-3-2 デジタル化の影響や変化に対する対応の具体事例

業種 具体事例

製
造
業

一般機械 機器の遠隔監視、予防保全、設備稼働効率化

電気機械 リモートメンテナンス、生産自動化、ＡＩ搬送ロボット

精密機械 遠隔医療、ＡＩ診断サポート、異物検査

その他 トレーサビリティシステム導入、スマート農業

非
製
造
業

運輸 ＭａａＳ、無人運転、デジタル通貨、翻訳アプリ開発、保安・警備

卸売・小売 サブスクリプション販売強化、ＡＩ医療用画像診断、電子処方箋

建設／不動産 ５G基地局対応、建設工事の自動化、不動産クラウドファンディング

その他 DX専門組織設置、情報銀行、エネルギーシェアリング、ＶＰＰ

14 

13 

14 

48 

50 

47 

36 

33 

38 

2 

3 

1 

0 20 40 60 80 100

全産業【715社】

製造業【320社】

非製造業【395社】

対応の必要性を感じており、事業化を実施 対応の必要性を感じており、取り組みを検討

対応の必要性を感じるが、現時点で取り組む予定なし 対応の必要性はない
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４．ＥＳＧへの取り組み－１

図表4-1 ＥＳＧに取り組む目的

（有効回答社数比、％）
（注）２つまでの複数回答

①事業に影響を与える
ＥＳＧリスクの管理

②機関投資家からの評価

③社会貢献

④成長戦略

⑤広告戦略

⑥その他

47 

27 

57 

20 

9 

4 

54 

32 

52 

20 

5 

3 

41 

23 

61 

21 

13 

4 

0 10 20 30 40 50 60 70

１．事業に影響を与えるＥＳＧリスクの管理

２．機関投資家からの評価

３．社会貢献

４．成長戦略

５．広告戦略

６．その他

全産業【958社】

製造業【432社】

非製造業【526社】
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４．ＥＳＧへの取り組み－２

図表4-2 ＥＳＧへの取り組みとして重視する側面

（有効回答社数比、％）
（注）２つまでの複数回答

①気候変動

②資源循環

③人権配慮

④人材育成

⑤健康経営

⑥コーポレート・ガバナンス

⑦その他

21 

34 

6 

28 

20 

55 

5 

20 

41 

7 

21 

20 

57 

5 

22 

28 

5 

34 

19 

53 

6 

0 10 20 30 40 50 60

１．気候変動

２．資源循環

３．人権配慮

４．人材育成

５．健康経営

６．コーポレート・ガバナンス

７．その他

全産業【941社】

製造業【428社】

非製造業【513社】
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４．ＥＳＧへの取り組み－３

図表4-3 ＥＳＧへの取り組みにあたり参考とする指針やガイドライン

（有効回答社数比、％）（注）２つまでの複数回答

①ＩＳＯ26000やＧＲＩ※１など
国際的なガイドライン

②ＣＤＰ※２やＥＳＧ
レーティング機関の評価項目

③ステークホルダーダイアログ

④親会社の取り組み

⑤環境格付等、銀行との対話

⑥なし、社内で検討中

⑦その他

25 

10 

3 

23 

12 

44 

4 

34 

13 

4 

20 

13 

38 

4 

17 

7 

3 

26 

10 

48 

4 

0 10 20 30 40 50 60

１．ＩＳＯ26000やＧＲＩ※１など国際的なガイドライン

２．ＣＤＰ※２やＥＳＧレーティング機関の評価項目

３．ステークホルダーダイアログ

４．親会社の取り組み

５．環境格付等、銀行との対話

６．なし、社内で検討中

７．その他

全産業【907社】

製造業【413社】

非製造業【494社】

※１ ＧＲＩは、Global Reporting Initiativeの略で、民間企業、政府機関等における
サステナビリティ報告書への理解促進とその作成をサポートするＮＧＯ

※２ ＣＤＰは、2000年設立の「カーボンディスクロージャープロジェクト」を前身とし、
機関投資家と協働し、企業や都市等の気候変動等に対する取り組み及び情報開示を促すＮＰＯ
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